
株式会社ケイティーエス （単位：千円）
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（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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【 重要な会計方針 】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

                   その他有価証券 

    ・時価のあるもの 

                   決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処 

理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

・時価のないもの 

                   移動平均法による原価法を採用しております。 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

                      総平均法による原価法を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（委託・リース資産を除く） 

平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）及び平成 28 年 

４月１日以降に取得した建物付属設備並びに構築物については定額法、それ以 

外の有形固定資産は定率法又は旧定率法を採用しております。 

            なお、平成 15年 4月 1 日以後に取得した取得価額 30 万円未満の資産について 

は、取得時に費用処理し、令和 2年 1月 1日以後に取得した資産については、 

取得価額 10 万円未満の資産を費用処理しております。  

(2) 無形固定資産     定額法又は旧定額法を採用しております。 

ただし、平成 15 年 4 月 1 日以後に取得した取得価額 30 万円未満の資産につい 

ては、取得時に費用処理し、令和 2 年 1 月 1 日以後に取得した資産については、 

取得価額 10 万円未満の資産を費用処理しております。 

(3) 委託・リース資産   法人税法の規定に基づく契約期間定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金      債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法に規定する法定繰 

入率により計算した回収不能見込み額の他、個別に債権の回収可能性を検討し、 

必要額を計上しております。 

(2) 賞与引当金      従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込み額のうち当期負担額を計上 

しております。 

(3) 製品保証引当金     製品販売後の無償サービス費用の支出に備えるため、過去の保証費用実績率を 

基礎として計上しております。 

(4) 退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の 

見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しており 

ます。 

(5) 役員退職給与引当金  役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま 

す。 

 



４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

 

【 貸借対照表に関する注記 】 

有形固定資産の減価償却累計額 

 

【 株主資本等変動計算書に関する注記 】 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普 通 株 式

（株） 
9,800 － － 9,800 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

自 己 株 式

（株） 
－ － － － 

 

【 当期純損益金額 】 

当期純利益 

 

727,743 千円 

45,334 千円 


